
令　和　５　年　度

水　　道　　事　　業　　会　　計　　予　　算　　書

八代生活環境事務組合



　議案第 １７ 号

　　　（総則）

　第１条　令和５年度水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　　　（業務の予定量）

　第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

㎥

㎥

　　　（収益的収入及び支出）

　第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。　　　

　　第１款　水道事業収益 千円

　　　第 １ 項　 千円

　　　第 ２ 項　 千円

　　　第 ３ 項　 千円

　

　　第１款　水道事業費用 千円

　　　第 １ 項　 千円

　　　第 ２ 項　 千円

　　　第 ３ 項　 千円

　　　第 ４ 項　 千円

　　　（資本的収入及び支出）

　第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１７，３１２千円は当年度分消費税資本

　　的収支調整額８，４２３千円、当年度分損益勘定留保資金１０２，１６１千円、減債積立金２，７００千円及び建設改良積立金４，０２８千円で補てんするも

　　のとする。）。

収　　　入

支　　　出

501,897

5,589

1

507,487

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

営 業 費 用

特 別 損 失

営 業 外 費 用

予 備 費

１０，５１７

３，０８３，１８４

　　（３）　１日平均給水量

水 道 事 業 収 益

　　（１）　給水戸数

　　（２）　年間総給水量

８，４２４

454,182

28,406

50

3,000

  　　　　令和５年度八代生活環境事務組合水道事業会計予算

485,638水 道 事 業 費 用



　　第１款　資本的収入 千円

　　　第１項　 千円

　　第１款　資本的支出 千円

　　　第１項　 千円

　　　第２項　 千円

　　　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　第５条　次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこ

　　れら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

千円

千円

　　　令和５年２月３日　提出

負 担 金

65,363

企 業 債 償 還 金

職 員 給 与 費

50

93,654

24,658

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　八代生活環境事務組合　管理者　藤　本　一　臣

収　　　入

建 設 改 良 費

(1)

118,312

交 際 費(2)

1,000

支　　　出

1,000
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46,833

減 価 償 却 費 107,468

資 産 減 耗 費 250

466,433

総 係 費 145,356

受 取 利 息 30

雑 収 益 2

営 業 外 収 益 5,589

配 水 及 び 給 水 費 78,953

受 託 工 事 費

特 別 利 益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1

長 期 前 受 金 戻 入

水 道 事 業 費 用 485,638

営 業 費 用 454,182

原 水 及 び 浄 水 費 75,322

予　定　額 （千円）

支　　　　　　　　出

款 項 目 備 考

5,557

令和５年度八代生活環境事務組合水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　　　　　入

款 項 目

受 託 工 事 収 益 33,216

そ の 他 の 営 業 収 益 2,248

水 道 事 業 収 益 507,487

営 業 収 益 501,897

予　定　額 （千円） 備 考

給 水 収 益
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備 考

予 備 費 3,000

予 備 費 3,000

資本的収入及び支出

収　　　　　　　　入

支 払 利 息

資 本 的 収 入 1,000

款 項 目

配 水 設 備 改 良 費 84,526

企 業 債 償 還 金 24,658

負 担 金 1,000

他 会 計 負 担 金 1,000

浄 水 設 備 改 良 費 2,243

取 水 設 備 改 良 費 6,500

予　定　額 （千円）

企 業 債 償 還 金 24,658

資 本 的 支 出 118,312

建 設 改 良 費 93,654

支　　　　　　　　出

款 項 目 予　定　額 （千円） 備 考

営 業 設 備 費 385

5,180

特 別 損 失 50

過 年 度 損 益 修 正 損 50

営 業 外 費 用 28,406

消 費 税 23,226



1 業務活動によるキャッシュ・フロー 2 投資活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 有形固定資産の取得による支出

減価償却費 有形固定資産の売却による収入

固定資産除却費 無形固定資産の取得による支出

引当金の増減額（△は減少） 無形固定資産の売却による収入

長期前受金戻入額 工事負担金又は他会計負担金による収入

受取利息及び受取配当金 投資活動によるキャッシュ・フロー

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益）

未収金の増減額（△は増加） 3 財務活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増減額（△は減少） 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入

資本的収入に関わる消費税調整額 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他流動資産の増減額（△は増加） 財務活動によるキャッシュ・フロー

小計

利息及び配当金の受取額 資金の増加額（又は減少額）

利息の支払額 資金期首残高

業務活動によるキャッシュ・フロー 資金期末残高

△ 5,180

144,443 322,281

286,636

△ 84,140

35,645

0

△ 91

149,593

30

△ 79,231

0

△ 5,909

0

1,000

令和５年度八代生活環境事務組合水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

0

△ 268

250

107,468

24,610

△ 5,557

△ 30

5,180

0

2,724

15,307

単位、千円

△ 24,658

△ 24,658
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令和４年度八代生活環境事務組合水道事業予定損益計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 402,819

425,720

営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 45,856

(2) 配 水 及 び 給 水 費 67,955

(2) 受 託 工 事 収 益 21,465

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 1,436

(5) 減 価 償 却 費 106,093

(6) 資 産 減 耗 費 247

(3) 受 託 工 事 費 22,972

(4) 総 係 費 140,577

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 5,834

(3) 雑 収 益 218

383,700

営　　業　　利　　益 42,020

営業外収益

(1) 受 取 利 息 50

6,102

営業外費用

(1) 支 払 利 息 5,576

(2) 雑 支 出 1,999 7,575 △ 1,473

経　　常　　利　　益 40,547

特 別 利 益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0
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(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 1 1

特 別 損 失

(3) 固 定 資 産 売 却 損 0

(4) そ の 他 特 別 損 失 0

(1) 減 損 損 失 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 946

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 25,000

その他未処分利益剰余金変動額 104,288

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 168,890

946 △ 945

当　年　度　純　利　益 39,602

令和４年度八代生活環境事務組合水道事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地 74,984

建 物 255,966

減 価 償 却 累 計 額 △ 160,448 95,518

構 築 物 4,252,713

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,892,363 2,360,350

機 械 及 び 装 置 460,633

減 価 償 却 累 計 額 △ 376,038 84,595
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車 両 及 び 運 搬 具 6,714

建 設 仮 勘 定 160,995

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,400 314

工 具 、 器 具 及 び 備 品 11,421

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,209 1,212

水 利 権 61,760

有 形 固 定 資 産 合 計 2,777,968

施 設 利 用 権 483

無 形 固 定 資 産 合 計 62,243

固 定 資 産 合 計 2,840,211

流 動 資 産

(2) 未 収 金 15,743

(1) 現 金 預 金 286,636

資 産 合 計 3,142,376

負　　債　　の　　部

貸 倒 引 当 金 △ 214

流 動 資 産 合 計 302,165

建 設 改 良 等 の 財 源 に 355,585

固 定 負 債

(1) 企 業 債

充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 355,585
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(2) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 3,709

固 定 負 債 合 計 359,294

流 動 負 債

そ の 他 の 引 当 金 0

引 当 金 合 計 3,709

建 設 改 良 等 の 財 源 に 24,658

充 て る た め の 企 業 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金 2,771

そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 24,658

(4) 引 当 金

(3) 預 り 金 1,450

退 職 給 付 引 当 金 0

賞 与 引 当 金 5,483

そ の 他 の 引 当 金 0

引 当 金 合 計 5,483

流 動 負 債 合 計 34,362

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 293,268

負 債 合 計 574,284

長期前受金収益化累計額 △ 112,640

繰 延 収 益 合 計 180,628
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資　　本　　の　　部

繰 入 資 本 金 104,924

資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

組 入 資 本 金 2,068,334

自 己 資 本 金 合 計 2,173,258

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 2,173,258

剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,414

国 庫 補 助 金 380

工 事 負 担 金 0

(2) 利 益 剰 余 金

他 会 計 負 担 金 0

減 債 積 立 金 2,700

資 本 剰 余 金 合 計 1,794

建 設 改 良 積 立 金 221,450

当年度未処分利益剰余金 168,890

利 益 剰 余 金 合 計 393,040

剰 余 金 合 計 394,834

資 本 合 計 2,568,092

負 債 資 本 合 計 3,142,376
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令和５年度八代生活環境事務組合水道事業予定貸借対照表

（令和６年３月３１日）

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地 74,984

建 物 255,966

減 価 償 却 累 計 額 △ 164,556 91,410

構 築 物 4,492,356

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,986,069 2,506,287

機 械 及 び 装 置 460,983

減 価 償 却 累 計 額 △ 381,289 79,694

車 両 及 び 運 搬 具 6,714

建 設 仮 勘 定 0

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,400 314

工 具 、 器 具 及 び 備 品 11,404

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,529 875

水 利 権 63,587

有 形 固 定 資 産 合 計 2,753,564

施 設 利 用 権 482

無 形 固 定 資 産 合 計 64,069

固 定 資 産 合 計 2,817,633
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流 動 資 産

(2) 未 収 金 12,937

(1) 現 金 預 金 322,281

資 産 合 計 3,152,719

負　　債　　の　　部

貸 倒 引 当 金 △ 132

流 動 資 産 合 計 335,086

建 設 改 良 等 の 財 源 に 330,525

固 定 負 債

(1) 企 業 債

(2) 引 当 金

充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債 0

退 職 給 付 引 当 金 3,709

企 業 債 合 計 330,525

固 定 負 債 合 計 334,234

流 動 負 債

そ の 他 の 引 当 金 0

引 当 金 合 計 3,709

建 設 改 良 等 の 財 源 に 25,060

充 て る た め の 企 業 債

(1) 企 業 債

(2) 未 払 金 18,078

そ の 他 の 企 業 債 0

企 業 債 合 計 25,060
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(4) 引 当 金

(3) 預 り 金 1,450

退 職 給 付 引 当 金 0

賞 与 引 当 金 5,215

そ の 他 の 引 当 金 0

引 当 金 合 計 5,215

流 動 負 債 合 計 49,803

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 294,177

負 債 合 計 560,017

資　　本　　の　　部

長期前受金収益化累計額 △ 118,197

繰 延 収 益 合 計 175,980

繰 入 資 本 金 104,924

資 本 金

(1) 自 己 資 本 金

組 入 資 本 金 2,172,622

自 己 資 本 金 合 計 2,277,546

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 2,277,546

剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,414

国 庫 補 助 金 380

工 事 負 担 金 0

他 会 計 負 担 金 0

資 本 剰 余 金 合 計 1,794
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(2) 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金 2,000

建 設 改 良 積 立 金 255,004

当年度未処分利益剰余金 56,358

利 益 剰 余 金 合 計 313,362

剰 余 金 合 計 315,156

資 本 合 計 2,592,702

負 債 資 本 合 計 3,152,719



注　記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　①　固定資産の減価償却の方法

　　イ　有形固定資産　　定額法　　主な耐用年数    　建物　　　　　　 　  １５年～５０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　　　   １０年～６０年

　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　  機械及び装置　　　  　 ８年～１６年

　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　  車両運搬具          　 ４年～　６年

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 工具、器具及び備品　　 ２年～１５年

　②　引当金の計上方法

　　イ　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率による回収不能見込額を計上している。

　　ロ　賞与引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

　　　当事業年度の負担に属する額を計上している。

　③　消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。

２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

　　予定キャッシュ・フロー計算書等の作成方法は、間接法によっている。



総括

比    較 △ 282 332 △ 632 275

20,163

前 年 度 4,933 3,512 5,170 1,340

（千円） （千円）

本 年 度 4,651 3,844 4,538 1,615

△ 23

区　　分 期 末 手 当 勤 勉 手 当
前年度からの期末
勤勉手当引当金

児 童 手 当

（千円） （千円）

比    較 0 240 △ 37 120 0

581

前 年 度 485 1,650 879 697 900 604

本 年 度 485 1,890 842 817 900

通 勤 手 当 時間外勤務手当 休日勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

△ 7 △ 132 △ 650 △ 782

手　当　の　内　訳

区　　分 管 理 職 手 当 扶 養 手 当 住 居 手 当

較 合　　　　　　計 0 △ 125

資本勘定支弁職員

△ 125 △ 7 △ 132 △ 650 △ 782

20,170 54,794 10,674 65,468

比 損益勘定支弁職員 0

合　　　　　　計 12 34,624

20,170 54,794 10,674 65,468

資本勘定支弁職員

20,163 54,662 10,024 64,686

前
年
度

損益勘定支弁職員 12 34,624

合　　　　　　計 12 34,499

20,163 54,662 10,024 64,686

資本勘定支弁職員

（千円） （千円） （千円）

本
年
度

損益勘定支弁職員 12 34,499

(人） (人） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般職 報     酬 給     料 賃    金 手     当 計

給　　与　　費　　明　　細　　書

1

区　　　　　分区　　　　　　　分

職　　員　　数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
法定福利費 合　　　計

特別職



２  給料及び職員手当の増減額の明細

 給与改定に伴う増減分

 昇給に伴う増加分

 前年度異動に伴うもの

 前年度退職に伴うもの

 その他の増減分

３  給料及び手当の状況

　（１）　職員１人当り給与

平 均 年 齢 （歳） 34.4

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 企　　　　　　　　業　　　　　　　　職

令和５年４月１日  現  在

平 均 給 料 月 額 （円） 239,571

平 均 給 与 月 額 （円） 289,084

児 童 手 当 275 千円

勤 勉 手 当 332 千円

期末・勤勉手当引当金 △ 632 千円

休日勤務手当 △ 23 千円

期 末 手 当 △ 282 千円

240 千円

住 居 手 当 △ 37 千円

通 勤 手 当 120 千円

手 当 △ 7 △ 7  本年度増減分 △ 7 千円 扶 養 手 当

 その他の増減分 △ 1,219 753 千円

△ 1,972 千円

昇 給 期 / 職 員 数 （昇給期）（職員数）

　　1月 　　１１人

給 料 △ 125 323 給与改定の状況(給与改定率 1.30%)

給与改定実施時期 令和4年4月

771 平 均 昇 給 率 ２．４２％

区　　　分 増　　減　　額 増  減  事  由  別  内  訳 説　　　　　　　　　　　　　　　明 備                    考
（千円） （千円）



　(２）　初任給

　（３）　級別職員数

１　　　　　　　　級 3 25.0

合　　　　　　　計 12 100.0

３　　　　　　　　級 3 25.0

２　　　　　　　　級 4 33.4

1 8.3

４　　　　　　　　級 1 8.3

合　　　　　　　計 12 100.0

令和４年４月１日 　現  在

６　　　　　　　　級

５　　　　　　　　級

２　　　　　　　　級 4 33.3

１　　　　　　　　級 3 25.0

2 16.7

３　　　　　　　　級 2 16.7令和５年４月１日 　現  在

６　　　　　　　　級

５　　　　　　　　級 1 8.3

４　　　　　　　　級

大　　　　　　学　　　　　　卒 185,200 185,200

区　　　　　　　　　　分
企　　　　　　　　　　　　　　　　　　業　　　　　　　　　　　　　　　　　　職

級 職　　員　　数   （人） 構　　成　　比   （％）

区　　　　　　　　分 企　　　　業　　　　職　　　（円）
一　般　会　計　の　制　度

行　　　政　　　職　　（円）

高　　　　　　校　　　　　　卒 154,600 154,600

平 均 給 与 月 額 （円） 285,963

平 均 年 齢 （歳） 32.2

令和４年４月１日  現  在

平 均 給 料 月 額 （円） 240,444



　　　（級別の基準となる職務）

　（４）　昇給

８号給 （人） 1 1

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 100.0 100.0

４号給 （人） 11 11

６号給 （人） 0 0

0

２号給 （人） 0 0

３号給 （人） 0 0

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 12 12

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） 0

職 員 数 （Ａ） （人） 12 12

８号給 （人） 0 0

比 率 （Ｂ）/（Ａ） （％） 91.7 91.7

４号給 （人） 11 11

６号給 （人） 0 0

0

２号給 （人） 0 0

３号給 （人） 0 0

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 11 11

号 給 数 別 内 訳

１号給 （人） 0

職 員 数 （Ａ） （人） 12 12

主　　幹 参　　事

区　　　　　　　　　　　　　　　　分 合　　　　　　　　　　　　　計 企　　　　　　業　　　　　　職

１　　級

企      業　  　職
課　　長 課長補佐 係　　長 主　　事 主　　事

区　　         　分 ６　　級 ５　　級 ４　　級 ３　　級 ２　　級



　（５）　期末手当、勤勉手当

　（６）　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　（７）　その他の手当

住　　　居　　　手　　　当 同　　　　　　じ

通　　　勤　　　手　　　当 同　　　　　　じ

区　　　　　　　　　　　　分 一般会計 の 制 度 と の 異 同 差　　　　　異　　　　　の　　　　　内　　　　　容

扶　　　養　　　手　　　当 同　　　　　　じ

な　　　し

一般会計の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（2％～
45％加算）

な　　　し

支　給　率　等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職
特例措置（2％～
45％加算）

退 職 時
備　　　考

（月分) （月分) （月分) （月分) 特別昇給
区　　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度
その他の加算措置等

一般会計の制度 2.200 2.200 4.400 有

前　　　年　　　度 2.225 2.225 4.450 有

本　　　年　　　度 2.200 2.200 4.400 有

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率 支　給　率　計

（月分）
職制上の階段、職務の
等級等による加算措置

備                考
６月（月分） １２月（月分）



110,220 110,220

75,573

千円 千円 千円 千円

浄水場夜間運転業務委託費 110,220
令和５年度～
令和１０年度

千円 千円 千円 千円

浄水場夜間運転業務委託費 86,504
令和元年度～

令和４年度
71,118 令和５年度 4,455

事　　　　　　　　　項 限　　度　　額
 前年度末までの支払義務発生
（見込)額

当該年度以降の支払義務発生
予定額

左の財源内訳

期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 営  業  収  益

2,243 183,881 0 100.0%

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

1.2%

計 183,881 0 25,529 158,352 46,035 181,638

令和5年度 2,243 2,243 2,243 2,243

135,603 135,603 73.7%

45,738 24.9%
逓次繰越

   9,623千円

令和4年度 125,980 25,529 100,451

0.2%

令和3年度 55,361 55,361 45,738 45,738

297 297 297 297

１．資本
的支出

１．建設
改良費

椎屋浄水場
（急速ろ過池）
耐震補強等
工事

令和2年度 297

当該年度
末までの
支払義務
発生予定

額

翌 年 度 以
降 の 支 払
義 務 発 生
予 定 額

継 続 費 の
総 額 に 対
す る 進 捗
率 （ ％ ）

備　　考
年 割 額

左の財源内訳

企業債
建設改良
積立金

損益勘定
留保資金

継　続　費　に　関　す　る　調　書

（単位：千円）

款 項 事業名 年度

全　体　計　画
前前年度
末までの
支払義務
発 生 額

前年度末
までの支
払義務発
生(見込)

額

当該年度
支払義務
発生予定

額


